
（＊１）「有効」　＝　「無効理由が存在することが明らか」とまではいえない。

 は裁判所が権利の有効性を判断を要したケースで、合計６６件（２４％ﾎﾟｲﾝﾄ）。

（＊３）「判断せず」のほとんどは、「侵害被疑物件が権利範囲外」と判断して非侵害としたケース。
　　　　　この場合、裁判所は特許権の有効性判断をする必要はない。

（＊２）「無効」の中には、１つの権利に対して無効と判断し、他の権利に対して有効と判断した判決が
　　　　２件含まれている。

資料３ｰ図２　権利濫用の抗弁に対する裁判所の判
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３２件（１２％）

③判断せず（＊３）
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⑤無効
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キルビー判決以降２年７ヶ月間の終局判決数（特許・実用新案）　　２７０件
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なし
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１６２件（６０％）
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